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て
）
の
公
共
建
築
物
は
原
則
と
し
て
す
べ
て
木
造
化
を

図
る
こ
と
に
な
っ
た
。
た
だ
し
、
耐
火
建
築
物
と
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
も
の
や
、
災
害
応
急
対
策
施

設
な
ど
木
造
化
に
な
じ
ま
な
い
も
の
は
除
外
さ
れ
て
い

る
。
自
治
体
も
全
都
道
府
県
と
市
町
村
の
八
〇

）
2

（
注％
が
同

様
の
方
針
を
策
定
し
地
域
材
の
利
用
促
進
に
取
り
組
ん

で
い
る
。
面
積
の
多
く
を
防
火
地
域
等
が
占
め
る
首
都

圏
や
近
畿
圏
な
ど
に
あ
る
市
町
村
は
慎
重
な
構
え
が
大

半
だ
が
、
前
向
き
な
横
浜
市
や
江
東
区
（
東
京
都
）
な

ど
で
は
今
年
度
か
ら
実
施
が
始
ま
っ
て
い
る
。

建
築
事
業
者
等
は
、
よ
り
大
き
な
市
場
が
見
込
め
る

中
高
層
建
築
物
や
耐
火
建
築
と
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
建
築
物
の
た
め
の
新
製
品
、
新
技
術
の
開
発
を
進
め

て
い
る
。
一
つ
は
防
火
の
観
点
か
ら
木
造
の
建
築
制
限

が
厳
し
い
中
高
層
建
築
物
や
市
街
地
建
築
物
に
使
用
す

る
耐
火
集
成
材
の
開
発
で
あ
る
。
集
成
材
の
荷
重
支
持

部
の
周
囲
を
モ
ル
タ
ル
で
覆
い
耐
火
性
能
を
強
化
し
た

り
、
難
燃
薬
剤
を
含
浸
さ
せ
た
難
燃
処
理
層
を
貼
り
付

け
た
り
す
る
な
ど
し
た
製
品
開
発
で
あ
る
。
昨
年
度
、

こ
れ
ら
の
製
品
を
使
用
し
た
複
数
の
木
造
商
業
施
設
が

防
火
地
域
に
竣
工
し
た
。
ま
た
、
ひ
き
板
を
繊
維
方
向

が
直
交
す
る
よ
う
に
積
層
接
着
し
た
重
厚
な
パ
ネ
ル
で
、

耐
火
性
や
断
熱
性
、
強
度
な
ど
が
高
く
、
欧
州
で
急
速

火
に
強
い
建
材
の
開
発

理
的
な
選
択
な
の
で
異
論
は
な
い
。
た
だ
、
伐
っ
て
植

え
直
す
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
人
工
林
の
利
用
が
進

ま
な
い
と
弊
害
も
出
て
く
る
。
主
伐
さ
れ
な
け
れ
ば
樹

木
の
高
齢
化
が
進
み
、
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
も
低
下
す

る
。
間
伐
が
遅
れ
る
と
林
内
照
度
の
低
下
で
下
層
植
生

が
喪
失
し
、
水
源
涵
養
や
土
砂
災
害
防
止
な
ど
森
林
が

持
つ
国
土
保
全
機
能
の
低
下
に
つ
な
が
る
。
我
々
は
積

極
的
に
人
工
林
を
利
用
す
る
こ
と
を
通
し
て
森
林
の
適

正
な
整
備
を
図
り
、
美
し
い
国
土
と
安
全
な
社
会
を
形

成
し
て
い
く
こ
と
を
考
え
る
時
期
に
き
て
い
る
。
※

森
林
面
積
等
の
数
値
は
す
べ
て
「
平
成
二
十
五
年
度

森
林
・
林
業
白
書
（
平
成
二
十
六
年
五
月
三
〇
日

公
表
）
」
か
ら
の
引
用
。

に
普
及
し
て
い
る
構
造
用
面
材
の
開
発
な
ど
も
あ
る
。

日
本
の
湿
潤
な
気
候
に
適
し
た
直
交
集
成
板
（
Ｃ
Ｔ

Ｌ
）
が
昨
年
末
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
規
格
に
制
定
さ
れ
た
。
鉄
筋

コ
ン
ク
リ
ー
ト
（
Ｒ
Ｃ
）
造
や
鉄
骨
造
が
当
た
り
前
だ

っ
た
中
高
層
建
築
や
耐
火
建
築
に
、
木
造
と
い
う
選
択

肢
が
加
わ
っ
た
こ
と
に
な
る
。

二
〇
一
四
年
五
月
、
大
量
の
木
材
使
用
が
見
込
ま
れ

る
大
規
模
木
造
建
築
を
可
能
に
す
る
「
建
築
基
準
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
成
立
し
た
。
従
来
の
建
築

基
準
法
は
、
木
造
三
階
建
て
校
舎
や
延
べ
三
、〇
〇
〇

平
方
㍍
を
越
え
る
建
築
物
は
、
主
要
構
造
部
を
耐
火
構

造
と
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
た
。
し
か
し
、
木
材
の
耐

火
性
等
の
研
究
成
果
や
専
門
家
等
の
知
見
、
諸
外
国
に

お
け
る
規
制
状
況
等
を
踏
ま
え
て
、
一
定
の
防
火
構
造

を
備
え
た
準
耐
火
構
造
で
建
築
で
き
る
よ
う
に
規
制
が

緩
和
さ
れ
た
。
も
と
も
と
文
部
科
学
省
は
、
木
材
が
柔

ら
か
で
温
か
み
の
あ
る
感
触
や
優
れ
た
調
湿
性
が
あ
る

こ
と
を
理
由
に
、
一
九
八
〇
年
代
半
ば
か
ら
公
立
学
校

施
設
の
木
造
化
や
教
室
の
木
質
化
を
進
め
、
豊
か
な
教

育
環
境
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
二
〇
一
二
年
度

に
新
し
く
建
築
さ
れ
た
学
校
の
約
二
〇
％
は
木
造
で
、

内
装
木
質
化
の
割
合
を
合
わ
せ
る
と
約
七
五
％
が
木
材

を
利
用
し
た
学
校
に
な
っ
て
い

）
3

（
注る
。
Ｒ
Ｃ
造
に
比
べ
て
、

三
階
建
て
木
造
校
舎

二
〇
一
〇
年
十
月
、「
公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木

材
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、
公
共
建
築

物
等
木
材
利
用
促
進
法
）
が
施
行
さ
れ
た
。
国
が
整
備

す
る
公
共
建
築
物
等
を
対
象
に
し
た
の
は
、
木
造
率
が

床
面
積
ベ
ー
ス
七
・
五
％（
二
〇
〇
八
年

）
1

（
注度
）
と
低
か
っ

た
の
で
、
潜
在
的
な
需
要
が
期
待
で
き
た
か
ら
で
あ
る
。

ま
た
、
国
が
率
先
垂
範
す
る
こ
と
で
、
自
治
体
や
企
業

等
に
も
国
の
方
針
に
則
し
て
主
体
的
に
取
り
組
ん
で
も

ら
う
こ
と
に
よ
り
、
幅
広
く
木
材
需
要
の
拡
大
を
目
指

し
た
か
ら
で
あ
る
。
公
共
建
築
物
等
木
材
利
用
促
進
法

の
施
行
で
、
各
省
庁
が
整
備
す
る
低
層
（
一
〜
二
階
建

国
が
率
先
垂
範

意
欲
や
集
中
力
の
低
下
を
感
じ
る
子
ど
も
や
、
情
緒
不

安
の
子
ど
も
の
割
合
が
少
な
く
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
に

よ
る
学
級
閉
鎖
率
も
低
い
と
い
う
効
果
が
確
認
さ
れ
て

い
る
。
今
回
の
法
改
正
で
今
ま
で
よ
り
も
設
計
自
由
度

が
高
い
木
造
校
舎
の
建
築
事
例
が
各
地
で
見
ら
れ
る
よ

う
に
な
る
だ
ろ
う
。

公
共
建
築
物
等
で
木
造
化
・
木
質
化
の
流
れ
が
見
え

て
く
れ
ば
、
参
入
者
が
増
え
て
建
材
等
の
製
品
開
発
や

性
能
向
上
の
好
循
環
が
生
ま
れ
る
だ
ろ
う
。
こ
の
流
れ

が
防
火
地
域
の
木
造
化
や
商
業
施
設
等
の
木
材
利
用
に

波
及
す
る
に
は
、
供
給
側
が
開
発
す
る
新
し
い
安
全
な

木
造
建
築
が
、
国
民
に
安
心
し
て
受
け
入
れ
ら
れ
る
必

要
が
あ
る
。
大
き
な
災
害
を
繰
り
返
し
経
験
し
て
き
た

国
民
が
求
め
る
の
は
、
不
特
定
多
数
の
人
が
利
用
す
る

商
業
施
設
や
大
規
模
建
築
物
に
お
い
て
、
何
ら
か
の
原

因
で
火
災
等
が
発
生
し
て
も
、
防
火
措
置
が
施
さ
れ
た

新
し
い
木
造
建
築
で
あ
れ
ば
、
人
命
の
損
失
や
周
囲
へ

の
延
焼
被
害
に
つ
な
が
り
に
く
い
と
い
う
確
か
な
信
頼
で

あ
ろ
う
。
火
災
に
強
い
木
材
の
特
性
と
国
産
材
を
利
用

す
る
こ
と
の
意
義
に
つ
い
て
国
民
の
理
解
を
醸
成
す
る

た
め
の
取
り
組
み
が
急
が
れ
る
。
新
し
い
木
造
と
い
う
選

択
を
通
し
て
森
林
が
適
正
に
整
備
さ
れ
、
美
し
い
国
土

と
安
全
な
社
会
が
形
成
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
期
待
し
た
い
。

課
題
は
国
民
の
受
容
性

日
本
の
国
土
面
積
三
、
七
七
九
万
㌶
の
う
ち
、
森

林
面
積
は
二
、
五
〇
八
万
㌶
で
、
こ
の
う
ち
約
四
割

に
相
当
す
る
一
、
〇
二
九
万
㌶
が
人
工
林
に
な
っ
て

い
る
。

森
林
の
蓄
積
（
体
積
）
増
加
量
は
七
、
四
〇
〇
万
立
方

㍍
で
、
木
材
需
要
量
の
七
、
〇
六
三
万
立
方
㍍
を
上
回

る
。
預
金
に
例
え
る
と
、
利
子
（
蓄
積
増
加
量
）
だ
け

で
需
要
を
一
〇
〇
％
賄
え
る
供
給
力
を
有
し
て
い
る
こ

と
に
な
る
。
し
か
し
、
実
際
の
木
材
自
給
率
は
二
七
・

九
％
と
低
い
。
早
く
か
ら
外
材
の
輸
入
が
完
全
自
由
化

さ
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
七
割
以
上
は
海
外
か
ら
輸
入
し

て
い
る
の
が
現
状
だ
。
市
場
で
外
材
が
選
ば
れ
る
の
は

経
済
合

未
利
用
の
国
内
森
林
資
源

新
し
い
木
造
と
い
う
選
択

│
国
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醸
成
が
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務
│
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注1 「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」林野庁ウェブサイト
注2 「市町村木材利用方針の策定状況（平成26年4月30日現在）」林野庁ウェブサイト
注3 「文部科学省広報平成26年2月号」文部科学省




